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本稿は、鹿児島県内企業を対象にした「人材活用の状況と求める人材像に関するアンケート調査」の結果を考察したもので

ある。調査結果をもとに、本学でのキャリア教育や学生支援体制の改善を図ることを目的としている。本調査は昭和62年か

ら実施しているが、今回は主に前回調査（平成24年実施）との比較により現状を明らかにした。調査の結果、短期大学生の

採用や女性社員の活用への意欲は高いものの、活用促進のためには働く意識ならびに人間関係に関する能力の育成が課題で

あることがわかった。また企業のデジタル環境の整備やインバウンド政策を背景に、ICT 能力と外国語能力の必要性が示唆

された。本学の教育については社会の即戦力となる人材の育成を期待している一方で、教育内容や取得可能な資格について

の認知度は高くないことが明らかになった。今回の調査結果をもとに、企業との連携を深めながらキャリア教育のカリキュ

ラムや授業法の改善を行うことが今後の課題である。
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1．はじめに
日本生産性本部が発表した「労働生産性の国際比較2018」1）

によると、OECD データに基づく平成29年の日本の時間当
たり労働生産性は、OECD 加盟36ヶ国中20位であり、デー
タ取得可能な昭和45年以降、主要先進7ヶ国中で最下位が続
いている。政府が全力で取り組んでいる「働き方改革」は
平成31年4月1日より働き方改革関連法が順次施行されてい
くが、この改革の本源的目的は日本の労働生産性の向上に
ある。時間外労働の上限規制、年次有給休暇の確実な取得、
正規・非正規社員の間の不合理な待遇差禁止、いずれも労
働生産性の向上に資する改善課題だ。少子高齢化による労
働力人口の減少は GDP の減少に直結しており、少子化対策
として労働生産性の向上が喫緊の課題である。

平成31年4月1日時点の就職率は文部科学省・厚生労働省
の調査でほぼ100％といえる98.0％で3年連続での最高値を
示した2）。鹿児島労働局発表による「平成30年3月新規大学
等卒業者の就職内定状況（平成30年3月末現在）」3）では、鹿
児島県大学生の県内就職内定率は97.8％と平成以降二番目
の高水準となり、さらに短大については県内の就職内定率
は98.6％と、平成以降の最高値となった。県内企業にとっ

ても欲しい人材が集まらない状況は他県や大都市と同じで
あり、少ない陣容で最大限の付加価値を生み出す企業努力
は県内企業にとって必須のミッションである。

短大生の就職活動では希望職種が一般職、事務職正社員
というケースが大きな割合を占めている。一方企業側では
付加価値を生まない部門への人材配置をできるだけ減らし、
AI や RPA の導入で労働生産性を上げようとする傾向は近
年非常に高まっている。今回の調査では鹿児島県内企業か
ら直接人材活用の状況や求める人材像の今の状況を知り、
今後急速に進む AI 化に備えた短大生のキャリア形成のあ
り方を再点検し、カリキュラム等の改善を行うエビデンス
としたい。

なお、表中の質問項目の表記は調査に使用した質問紙と
対応させた。

2．調査概要
2－1．調査目的

鹿児島県内企業の人材活用や社員教育、採用状況、必要
とされる人材・能力等の実態を明らかにするとともに、本
学教養学科でのキャリア教育のあり方を検討する。
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また調査で得た情報を基に、地元企業と連携した社会人
基礎力育成の方策を探ることも目的とする。
2－2．調査対象：240事業所
2－3．調査時期：平成30年11月1日～11月30日
2－4．調査方法：質問紙による郵送方式
2－5．調査票の回収状況：

有効回答数：103事業所（回収率：42.9％）

3．調査結果
3－1．事業所概要
（1）業種内訳

平成24年調査（以後 ｢H24調査｣ と表示）と平成30年調
査（以後 ｢H30調査｣ と表示）を比較すると、回答事業所
は21社増えている。大きく増えた業種は、「飲食・宿泊業（2
社→10社：9.7％）」「医療・福祉（3社→11社：10.7％）」「サー
ビス業（8社→16社：15.5％）」であるが、H24調査に一番多
かった「卸売・小売業（17社：20.7％）」が H30調査におい
ても20社（19.4％）で一番多くなっている。（表1）

表1　回答事業所の業種別内訳
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 農林水産業 2 2.4 0 0
2.	 鉱業 0 0.0 0 0
3.	 建設業 9 11.0 5 4.9
4.	 製造業 12 14.6 11 10.7
5.	 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1.2 4 3.9
6.	 情報通信業 7 8.5 3 2.9
7.	 運輸業 3 3.7 4 3.9
8.	 卸売・小売業 17 20.7 20 19.4
9.	 金融・保険業 5 6.1 5 4.9

10.	 不動産業 1 1.2 1 1.0
11.	 飲食・宿泊業 2 2.4 10 9.7
12.	 医療・福祉 3 3.7 11 10.7
13.	 教育・学習支援業 1 1.2 5 4.9
14.	 サービス業 8 9.8 16 15.5
15.	 公務 0 0.0 0 0
16.	 その他 4 4.9 3 2.9
17.	 総合農協（ＪＡ） 7 8.5 5 4.9
　　無回答 0 0 0 0

計 82 100 103 100

（2）従業員規模
従業員規模（正社員雇用）は、｢49名以下｣ の事業所（以

後、本文中の ｢事業所｣ を ｢企業｣ と表示）が1位（34.6％）
であり、H24調査時（35.1％）と同じである。100名以下の
企業が、H24調査（37社：50.0％）と同様に、H30調査（45社：
55.6％）でも、半数以上を占めている。（表2）

H30調査の契約社員・パートの雇用者数は、H24調査同様
に、｢10名－49名の企業｣ が最も多く34.6％である。（表3）

表2　回答事業所の従業員規模（正社員）
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

49名以下 26 35.1 28 34.6
50名　～　 99名 11 14.9 17 21.0

100名　～　149名 2 2.7 7 8.6
150名　～　199名 4 5.4 6 7.4
200名　～　249名 6 8.1 5 6.2
250名　～　299名 2 2.7 5 6.2
300名　～　349名 4 5.4 1 1.2
350名　～　399名 3 4.1 1 1.2
400名　～　449名 3 4.1 0 0
450名　～　499名 2 2.7 1 1.2
500名　～　999名 6 8.1 5 6.2

1000名以上 0 0 4 4.9
無回答 5 6.8 1 1.2

計 74 100 81 100
（本社：鹿児島県74社中）（本社：鹿児島県81社中）

表3　回答事業所の従業員規模（契約社員・パート）
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

　 0名 2 2.7 7 8.6
　 1名－9名 18 24.3 14 17.3

10名－49名 18 24.3 28 34.6
50名－99名 5 6.8 10 12.3

100名－199名 3 4.1 5 6.2
200名－499名 10 13.5 8 9.9
500名－999名 1 1.4 4 4.9

1000名以上 2 2.7 2 2.5
無回答 15 20.3 3 3.7

計 74 100 81 100
（本社：鹿児島県74社中）（本社：鹿児島県81社中）

3－2．新入社員教育
H24調査、H30調査ともに、ほとんどの企業で、新入社員

教育を実施している。（表4）
実施方法・期間については、H24調査と同様に、H30調査

では、半数以上の企業が「企業内 ･ 外教育訓練」を実施し
ているが、「8日－30日」「1ヶ月以上」の期間で実施してい
る企業が、H24調査よりも増えている。（表5・7）

新入社員教育内容については、H24調査（87.5％）と同様
に、89.8％の企業が「会社の歴史・組織・業務内容」を実
施しているが、H30調査では2位であり、1位は「接遇（電
話の応対など）マナー」（90.8％）、3位に「就業規則などコ
ンプライアンス」（87.8％）が続いている。この3項目は、
昭和62年調査以来、全ての調査を通して、順位に相違はあ
るが、常に上位3位を占めており、企業の業種・規模に関係
なく必要とされている項目であることがわかる。H24調査
では36.3％であった「人間関係（チームワーク等）」が、
H30調査では56.1％と増えていることは、後述の「コミュニ
ケーション力」や「ハラスメント」「ストレスコントロール
力」等の問題が起因していることも考えられる。
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｢その他｣ には、｢社内業種別業務実習（体験学習）｣「モ
ノづくり研修」「衛生管理」などが挙げられている。（表6）

表4　新入社員教育実施状況
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 実施している 80 97.6 98 95.1
2.	 実施していない 2 2.4 5 4.9

　 無回答 0 0 0 0
（回答企業に対する割合）

表5　新入社員教育実施方法
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 企業内で教育訓練を行う 31 38.7 34 34.7
2.	 企業外の教育訓練を受けさせる 2 2.5 3 3.1
3.	 １と２とを共に実施している 45 56.3 60 61.2

　 無回答 2 2.5 1 1.0
（実施企業に対する割合）

表6　新入社員教育内容
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 会社の歴史・組織・業務内容 70 87.5 88 89.8
2.	 就業規則等コンプライアンス 66 82.5 86 87.8
3.	 ＣＳＲ（企業の社会的責任） 33 41.3 37 37.8
4.	 接遇（電話の応対など）マナー 66 82.5 89 90.8
5.	 文書の作成・取り扱い 22 27.5 30 30.6
6.	 人間関係（チームワーク等） 29 36.3 55 56.1
7.	 情報機器の操作 27 33.8 27 27.6
8.	 事務機器の操作 20 25.0 19 19.4
9.	 創造性の開発 2 2.5 5 5.1

10.	 小集団活動 9 11.3 17 17.3
11.	 安全・事故防止 40 50.0 46 46.9
12.	 自己啓発 18 22.5 25 25.5
13.	 ＯＪＴによる仕事の実習 45 56.3 58 59.2
14.	 その他 9 11.3 3 3.1
　　無回答 2 － 0 0

（複数回答、実施企業に対する割合）

表7　新入社員教育期間
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 1日 9 11.0 6 6.1
2.	 2日－ 3日 12 14.6 17 17.3
3.	 4日－ 7日 27 32.9 17 17.3
4.	 8日－30日 18 22.0 25 25.5
5.	 1ヶ月以上 15 18.3 32 32.7

　　無回答 1 1.2 1 1.0
（実施企業に対する割合）

3－3．社員に必要な資質・能力
H30調査の上位4項目は、表8に見る通り「熱意・意欲

（79.4％）」「責任感・誠実さ（72.5％）」「コミュニケーショ
ン能力（66.7％）」「協調性・チーム力（61.8％）」であり、
H24調査と同様である。ただ1位と2位が入れ替わり、仕事
に対する熱意・意欲が、より求められる結果となっている。
H24調査で5位だった「礼儀・言葉遣いがよい（41.8％）」は

H30調査では35.3％と6.5ポイント減少して6位になり、5位に
は「積極性・行動力（38.2％）（前回32.9％）」が入っている。

表8　社員に必要な資質・能力
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 仕事に対する熱意・意欲がある 57 72.2 81 79.4
2.	 責任感・誠実さがある（まじめである） 64 81.0 74 72.5
3.	 積極的で実行力（行動力）がある 26 32.9 39 38.2
4.	 コミュニケーション能力がある 41 51.9 68 66.7
5.	 表現力・プレゼンテーション能力がある 5 6.3 2 2.0
6.	 協調性・チームで仕事をする能力がある 37 46.8 63 61.8
7.	 統率力・リーダーシップがある 2 2.5 6 5.9
8.	 一般知識・教養がある 11 13.9 21 20.6
9.	 論理的思考ができる 3 3.8 1 1.0

10.	 創造性が豊かである 1 1.3 9 8.8
11.	 新たなアイディアや解決策を見い出す能力がある 7 8.9 5 4.9
12.	 判断力がある 3 3.8 6 5.9
13.	 企画力がある 1 1.3 2 2.0
14.	 課題発見力がある（問題点を発見する力がある） 5 6.3 7 6.9
15.	 専門分野の基礎知識・技術がある 2 2.5 7 6.9
16.	 専門分野の応用的知識・技術がある 2 2.5 3 2.9
17.	 常に新しい知識・能力を身に付けようとする力がある 13 16.5 21 20.6
18.	 コンピュータの活用能力がある 12 15.2 0 0.0
19.	 語学力がある（国際感覚がある） 1 1.3 3 2.9
20.	 プレシャーの中で力を発揮できる能力がある 2 2.5 2 2.0
21.	 複数の仕事の順位を考えながら達成する能力がある 9 11.4 9 8.8
22.	 自己分析・他者理解ができる 1 1.3 7 6.9
23.	 人柄がよい 19 24.1 19 18.6
24.	 礼儀・言葉遣いがよい 33 41.8 36 35.3
25.	 接遇がよい 21 26.6 14 13.7
26.	 その他 1 1.3 1 1.0
　　無回答 3 － 1 －

（複数回答、回答企業に対する割合）

H24調査から10ポイント以上の増となっている項目は、
「コミュニケーション能力（14.8ポイント増）」と「協調性・
チーム力（13ポイント増）」である。

また表9に示す通り、本学で実施しているビジネス実務に
関する教育科目のうち、新入社員に特に大切と思われるも
のは「人間関係に関する能力（86.4％）」が最も多く、H24
調査時より23.1ポイント増と大きく数を伸ばしている。前
回1位だった「ビジネス実務の実践力（73.8％）」は2位、3
位は「読み・書き・話す能力（66.0％）」であった。「幅広
い一般教養（53.4％）」は前回から10.4ポイント増で、6位か
ら4位にあがっている。

一方、上位項目のうち「情報処理力（45.6％）」「職業人
としての素養（41.7％）」の2項目は、前回調査より10ポイ
ント以上減となり、順位を下げている。
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表9　ビジネス実務に関する教育科目
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 ビジネス実務（接遇・文書管理等）の実践力 64 81.0 76 73.8
2.	 情報処理力（ＯＡ機器操作を含む） 49 62.0 47 45.6
3.	 読み ･ 書き ･ 話す能力 53 67.1 68 66.0
4.	 幅広い一般教養 34 43.0 55 53.4
5.	 人間関係に関する能力 50 63.3 89 86.4
6.	 職業人としての素養 42 53.2 43 41.7
7.	 経営管理の基礎理論 2 2.5 2 1.9
8.	 簿記 ･ 会計の基礎 14 17.7 13 12.6
9.	 語学能力（主に英語） 3 3.8 7 6.8

10.	 国際的な感覚 0 0 3 2.9
11.	 創造性開発 9 11.4 12 11.7
12.	 心理学の基礎 1 1.3 3 2.9
　　無回答 3 － 0 －

（複数回答、回答企業に対する割合）

表10　最も大切と思われる教育科目
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 ビジネス実務（接遇・文書管理等）の実践力 17 24.6 19 19.0
2.	 情報処理力（ＯＡ機器操作を含む） 2 2.9 1 1.0
3.	 読み ･ 書き ･ 話す能力 8 11.6 7 7.0
4.	 幅広い一般教養 5 7.2 7 7.0
5.	 人間関係に関する能力 18 26.1 47 47.0
6.	 職業人としての素養 17 24.6 6 6.0
7.	 経営管理の基礎理論 0 0 0 0
8.	 簿記 ･ 会計の基礎 0 0 2 2.0
9.	 語学能力（主に英語） 0 0 0 0

10.	 国際的な感覚 0 0 0 0
11.	 創造性開発 1 1.4 1 1.0
12.	 心理学の基礎 0 0 0 0
　　無回答 13 － 13 －

（回答企業に対する割合）

表10では、教育科目の中で最も大切と思われるものとし
て「人間関係に関する能力（47％）」が前回調査より20.9ポ
イント増で1位となっており、2位の「ビジネス実務の実践
力（19.0％）」に大きく差をつけている。

この調査結果により、近年では企業が仕事を進める上で、
ビジネス実務能力や情報処理力といった基本的な能力とと
もに、仕事に対する「熱意・意欲・責任感」、また特に人間
関係力を重視してきていること、そのために社員に「コミュ
ニケーション能力」や「協調性・チーム力」をこれまで以
上に求めていることが明らかになったといえる。

日本生産性本部による「平成31年度新入社員の働くこと
の意識調査」4）では、5年前との変動が大きかった上位3項目

（±、各3項目の計6項目）の中に、職場の人間関係に関する
ものとして「職場の上司、同僚が残業していても、自分の
仕事が終わったら帰る（49.4％、14.3ポイント増）」「職場の
同僚、上司、部下などとは勤務時間以外はつきあいたくな
い（30.1％、8.9ポイント増）」「人間関係では、先輩と後輩
など上下のけじめをつけることは大切なことだ（83.2％、8.1

ポイント減）」の3項目があがっている。本調査でも、「一般
的な女子短大生のイメージ」についての自由記述で「上下
関係が苦手」「精神面が弱い」等の意見があり、若手社員の
意識が変化していることや人間関係力が不足していること
などが、人間関係に関する能力を重視する企業の姿勢につ
ながっているといえる。

表11　IT 関連機器に関する能力
（新入社員に期待するもの）

平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）
1.	 ワープロが打てる 62 77.5 76 73.8
2.	 表計算ソフトが使える 69 86.3 75 72.8
3.	 データベースソフトが使える 16 20.0 18 17.5
4.	 グラフィックデザイン等のソフトが使える 8 10.0 7 6.8
5.	 ホームページが作成できる 3 3.8 13 12.6
6.	 プログラムが組める 1 1.3 2 1.9
7.	 ネットワークに関する知識がある 9 11.3 10 9.7
8.	 情報セキュリティに関する知識を持っている 15 18.8 17 16.5
9.	 コンピュータ以外（ファクシミリ、複写機等）の事務用機器が扱える 30 37.5 42 40.8

10.	 会議等のための視聴覚機材（ﾌ ﾛ゚ｼ ｪ゙ｸﾀｰ、ﾌ ﾚ゚ｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝｿﾌﾄ、DVD 機器等）が扱える [ ﾋﾞﾃﾞｵ・OHP 等 ]" 9 11.3 19 18.4
11.	 特に必要ない 5 6.3 10 9.7
12.	 その他 1 1.3 1 1.0
　　無回答 2 － 0 －

（回答企業に対する割合）

新入社員に期待する IT 関連機器に関する能力では、H24
調査時と同様に、上位3項目は「ワープロが打てる（73.8％）」

「表計算ソフトが使える（72.8％）」「コンピュータ以外の事
務機器操作ができる（40.8％）」である。それ以前の調査同
様に、パソコン、ソフト、事務機器等の操作が重要視され
ているとともに、「ホームページ作成」「会議のための視聴
覚機材（プレゼン）」も若干増加していることは、現在の傾
向を示していると言える。（表11）

3－4．女性社員の活用・現状
女性社員の配置については、表12の通り「個人の資質・

能力に応じた分野に配置（42.7％）」「主に特定業務・職種
に 配 置（31.1％）」「 専 門 的 分 野 の ス タ ッ フ と し て 活 用

（20.4％）」の順であった。女性が自身の資質能力を活かし
た仕事に配置されることが多くなっており、企業の戦力と
して期待されていることがわかる。

女性社員を活用する上での課題について「特にない」と
する企業が56.3％で、H24調査と比較するとわずかではある
が多くなっている。表13において「課題がある」とした企
業からの回答では、1位が「勤務年数が短い（47.6％）」で、
H24調査より13.3ポイント増、2位は「配置転換・転勤が難
しい（35.7％）」、3位は「産休等で中断されることがある

（26.2％）」であった。4位の「結婚すると、家事育児負担の
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ため労働力、意欲が減少する（21.4％）」は、H24調査より7.1
ポイント増となっている一方で、「職業意識が十分でない

（9.5％）」は前回より10.5ポイント減となっている。この調
査結果は、女性の働く意識は向上しているものの、男性に
比べて勤務年数が短いことや家事労働が女性の負担になっ
ていることなどにより、現実問題としては女性の活用が難
しいと考える企業が多いことを示している。またその他の
意見の中に「仕事より人間関係を重視する傾向にある」「人
間関係に関する悩み、トラブルが多い」というものがあり、
職場での人間関係の難しさも女性活用の課題になっている
ことを表している。（表14）

表12　女性社員の配置・活用
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 主として専門的分野のスタッフとして活用をはかっている 22 26.8 21 20.4
2.	 主に､ 特定の業務､ 職種に配置している（例えば､ 受付､ 販売等） 20 24.4 32 31.1
3.	 主に､ 補助的分野に配置している 3 3.7 3 2.9
4.	 個人の資質・能力に応じた分野に配置している 34 41.5 44 42.7
5.	 その他 0 0 3 2.9

　　無回答 3 3.7 0 0
（回答企業に対する割合）

表13　女性社員活用における課題の有無
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 特にない 45 54.9 58 56.3
2.	 ある 35 42.7 42 40.8

　　無回答 2 2.4 3 2.9
（回答企業に対する割合）

表14　女性社員活用上の課題内容
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 勤続年数が短い 12 34.3 20 47.6
2.	 配置転換、転勤が難しい 14 40.0 15 35.7
3.	 産休等で中断されることがある 11 31.4 11 26.2
4.	 対外的信用が十分得られない 0 0 0 0
5.	 時間的労働、深夜業等を任せにくい 3 8.6 2 4.8
6.	 必要とする専門的知識が十分でない 3 8.6 4 9.5
7.	 職業意識が十分でない 7 20.0 4 9.5
8.	 結婚すると、家事、育児負担のため労働力、意欲が減退する 5 14.3 9 21.4
9.	 その他（具体的に） 3 8.6 3 7.1

（回答企業に対する割合）

表15　女性管理職の有無
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 いる 43 52.5 65 63.1
2.	 いない 37 45.1 38 36.9

　　無回答 2 2.4 0 0
（回答企業に対する割合）

女性管理職者については、「いる」が63.1％で H24調査よ
り10.6ポイント増であった。管理職者の人数については、
H24調査では1人配置の企業が半数以上を占めていたが、
H30調査では複数人配置している企業が8割にのぼり、女性
の管理職登用が進んでいることを示している。女性管理職
者の年齢は、40歳代が42.1％で一番多く、30歳代（26.3％）、
50歳代（22.8％）と続いている。特に30歳代は平成24調査
から7.7ポイント増となっており、若手の登用も進んでいる
ことがわかる。（表16･17）

今後の女性管理職者の配置予定については、「わからない
（42.1％）」が1位であるが、H24調査からは20.1ポイント減と
なっている一方で、「今後登用予定（31.6％）」が15.4ポイン
ト増となっており、女性の管理職登用を積極的に考える企
業が増えていることが明らかになった。（表18）

表16　女性管理職者人数
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1人 25 58.1 13 20.0
2人 3 7.0 13 20.0
3人 4 9.3 11 16.9
4人 1 2.3 1 1.5
5人 0 0 6 9.2
6人 3 7.0 2 3.1
7人 1 2.3 1 1.5
8人 0 0 1 1.5
9人 1 2.3 2 3.1

10人 1 2.3 2 3.1
11－20人 2 4.7 4 6.2
21人以上 0 0 2 3.1
無回答 2 4.7 6 9.2

（｢いる｣ と回答した企業に対する割合）

表17　女性管理職者年齢
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

20歳代 2 4.7 2 3.5
30歳代 8 18.6 15 26.3
40歳代 16 37.2 24 42.1
50歳代 8 18.6 13 22.8
60歳代 2 4.7 2 3.5
70歳代 0 0 1 1.8
無回答 7 16.3 8 14.0

（｢いる｣ と回答した企業に対する割合）
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表18　女性管理職者配置予定
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 今後登用する予定である 6 16.2 12 31.6
2.	 今後とも予定はない 4 10.8 0 0
3.	 わからない 23 62.2 16 42.1

　　無回答 4 10.8 10 26.3
（「いない」と回答した企業に対する割合）

3－5．外国語の必要性
外国語の必要性については、表8に示したように「社員に

必要な資質・能力」では、「語学力がある（国際感覚がある）」
は H24調査からわずかにポイントを伸ばしたものの、全体
の2.9％にとどまっている。また表9「ビジネス実務に関す
る教育科目」については、「語学能力（主に英語）」が6.8％、
表10「最も大切と思われる教育科目」においては0％であっ
た。日本経済団体連合会（2018）が全国の企業を対象に行っ
た「高等教育に関するアンケート結果」における「学生に
求める資質、能力、知識（文系）」に関する調査5）では、「外
国語能力」は20項目中13番目に位置しており、その調査内
の得点を見ても、1位の「主体性」が1,352点、2位の「実行力」
が924点であるのに比し、外国語に関する項目は153点と高
い数値が得られているとはいいがたい。その意味では、本
調査の表8～10で得られた外国語に関する結果は必ずしも鹿
児島県のみに見られる傾向ではなく、全国的にみられる傾
向であるということができる。

一方、近年のインバウンド政策の影響を鑑み、外国語に
限定をし、その必要性に関する調査を行った結果が以下の
表19～21である。表19は、現状における外国語の必要性に
関する調査結果である。鹿児島県内企業の事業内容から最
も必要と考えられている外国語は英語であり、上位2項目は

「どちらかというと必要（33％）」「どちらでもない（26.2％）」
である。中国語、韓国語、その他の言語については、「どち
らでもない」以下にやや偏っており、中国語は「どちらか
というと必要なし（26.5％）」「どちらでもない（25.5％）」、
韓国語は「必要なし（28.7％）」「どちらでもない（26.7％）」、
その他外国語は「どちらかというと必要なし（33.3％）」「必
要なし（33.3％）」であった。しかしながら、将来的な外国
語の必要性に関する表20を見ると、いずれの言語において
も顕著な数値の上昇がみられる。「必要」「どちらかという
と必要」の2項目の合計を見ると、英語は62.2％であり、表
19か ら22.4％、 中 国 語 は43.6％ で あ り19.1％、 韓 国 語 は
32.7％で13.9％上昇している。また表21に示された通り、求
められる外国語の運用能力については、「話す（56.4％）」
が他の項目を大きく引き離しており、外国語会話能力が企
業から特に求められていることがわかる。

以上の結果は鹿児島県内企業が今後事業展開するうえで
外国語能力を有する人材への期待が十分に感じられるもの
であり、本学の外国語教育において一層の外国語話者育成
の必要性が示されたものであるといえる。

表19　外国語の必要性

5．必要（％）4.どちらかと
いうと必要（％）3．どちら

でもない（％）2．どちらかと
いうと必要なし（％）1．必要なし（％）

1. 英語 7 6.8 34 33.0 27 26.2 20 19.4 15 14.6
2. 中国語 3 2.9 22 21.6 26 25.5 27 26.5 24 23.5
3. 韓国語 2 2.0 17 16.8 27 26.7 26 25.7 29 28.7
4. その他 0 0 2 5.6 10 27.8 12 33.3 12 33.3

（回答企業に対する割合）

表20　将来の事業における外国語の必要性

5．必要（％）4.どちらかと
いうと必要（％）3．どちら

でもない（％）2．どちらかと
いうと必要なし（％）1．必要なし（％）

1. 英語 22 21.4 42 40.8 15 14.6 13 12.6 11 10.7
2. 中国語 15 14.9 29 28.7 22 21.8 18 17.8 17 16.8
3. 韓国語 12 11.9 21 20.8 25 24.8 20 19.8 23 22.8
4. その他 2 5.0 6 15.0 12 30.0 7 17.5 13 32.5

（回答企業に対する割合）

表21　求められる外国語の能力
回答（社） （％）

1.	 読む 11 10.9
2.	 書く 2 2.0
3.	 話す 57 56.4
4.	 聞く 27 26.7
5.	 その他 4 4.0

（回答企業に対する割合）

3－6．事業所における IT等の利用
鹿児島県内企業の情報通信に関する環境、利用状況につ

いて調査を行った。
各業務に使用するシステムをクラウド（社外インター

ネット上のサーバー）あるいはオンプレミス（社内サー
バー）いずれかで利用しているかについては、両方の環境
を使っているとの傾向が見られた（表22・23）。その中でも、
メールサーバーについて、クラウド環境を利用している企
業が多いのに対して、ファイルサーバーは過半数の企業が
社内のサーバーを利用しているとの回答であった。グルー
プウェアについては、いずれの環境も30％程度の利用であ
り、大きな差はなかった。近年は、コストやセキュリティ
の点から、クラウドに移行する企業も増えているが、環境
を変更するためのコストやリスクを勘案し、両者を使い分
けている全国的な傾向と同様な結果であるといえよう。

オペレーティングシステム（OS）、モバイルデバイスの
利用状況について、OS についてはウィンドウズ系の利用が
9割を超える結果となり、MacOS や UNIX はほとんど使わ
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れていない状況が明らかになった（表24）。上記の OS はデ
ザインやシステム開発など特定の用途で使用されることが
多いため、県内での利用は限定的であったと想定される。
デバイスに関しては、スケジュール管理や連絡業務に使用
している企業があったが（表25）、3割に満たない回答で、
企業としての導入はあまり進んでいないと考えられる。導
入した企業での利用 OS は、Android、iOS がそれぞれ2割
程度であった。（表26）

企業のコミュニケーションメディアとして、ホームペー
ジ（ウェブサイト）はほとんどの企業が利用しており（表
27）、県内の企業においても一般的なメディアとして定着し
たといえよう。情報更新作業については、外部委託と社内
とでほぼ同数であるが、7割を超える企業でホームページ制
作・更新の担当者がおり（表28）、多くの企業で業務として
インターネットを介した情報発信を行っていることが示さ
れた。また、近年では手軽に情報発信ができる、顧客や関
係者との関係性を構築しやすいといわわれる SNS の利用も
進んでおり、特にビジネスでの利用も盛んな Facebook は4
割を超える企業、個々人との繋がりを作りやすい LINE、
Instagram は2割以上の企業と用途に応じて SNS を使い分
けていると考えられる（表29）。一方、YouTube の利用は1
割未満で、動画情報の発信はあまり進んでいない。SNS の
具体的な用途については、従来の広告メディアと同様に商
品紹介が3割程度あり、SNS の特性に適したお客様とのコ
ミュニケーションにも同数の利用があるとの回答があり、
デジタル環境での市場へのアプローチもある程度進んでい
ると考えられる。（表30）

表22　オフィス業務のクラウド（システム）利用
回答（社） （％）

（a）メールサーバー 47 45.6
（b）ファイルサーバー 36 35.0
（c）グル―プウェア 30 29.1
（d）その他 4 3.9
（e）全く利用していない 16 15.5

（回答企業に対する割合）

表23　自社サーバー（システム）利用
回答（社） （％）

（a）メールサーバー 39 37.9
（b）ファイルサーバー 55 53.4
（c）グル―プウェア 31 30.1
（d）その他 4 3.9
（e）全く利用していない 5 4.9

（回答企業に対する割合）

表24　利用システム種類（OS）
回答（社） （％）

（a）Windows 96 93.2
（b）Mac 3 2.9
（c）UNIX（Linux） 4 3.9
（d）その他 0 0
（e）全く利用していない 5 4.9

（回答企業に対する割合）

表25　タブレット・スマートフォンの利用
回答（社） （％）

（a）タブレットやスマートフォンをスケジュール管理などに利用している 24 23.3
（b）商品管理や商品受発注に利用している 12 11.7
（c）貴社（事業所）や取引先との連絡に利用している 29 28.2
（d）その他 19 18.4
（e）全く利用していない 33 32.0

（回答企業に対する割合）

表26　利用しているタブレット・スマートフォン
回答（社） （％）

（a）Windows 16 15.5
（b）Mac 9 8.7
（c）iPhone 21 20.4
（d）Android 24 23.3
（e）その他 6 5.8

（回答企業に対する割合）

表27　ホームページ利用
回答（社） （％）

（a）自社でのホームページ制作・管理 50 48.5
（b）外部へのホームページ制作・管理発注 53 51.5
（c）ホームページを利用していない 4 3.9

（回答企業に対する割合）

表28　ホームページ制作・更新担当者
回答（社） （％）

1.	 いる 76 73.8
2.	 いない 15 14.6

（回答企業に対する割合）

表29　SNS 利用
回答（社） （％）

（a）Facebook 44 42.7
（b）Twitter 16 15.5
（c）LINE 24 23.3
（d）YouTube 10 9.7
（e）Instagram 22 21.4
（f）その他 2 1.9
（g）全く利用していない 39 37.9

（回答企業に対する割合）
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表30　SNS 利用目的
回答（社） （％）

（a）お客様とのコミュニケーションに利用 31 30.1
（b）商品紹介に利用 31 30.1
（c）販売後の商品利用説明に利用 6 5.8
（d）その他 11 10.7

（回答企業に対する割合）

3－7．採用状況
平成30年4月に新規学卒者を採用した企業は、回答103企

業中81社（78.6％）である。以前の調査（昭和62年：81％、
平成6年：82％、平成10年：76％、平成18年：59.3％、平成
24年：72％）と比較すると、H30調査では、新規学卒者採
用数において、過去5回の調査で最低であった H18調査より
採用企業数は大幅に回復していることが分かる。一方、学
歴別新規学卒者採用人数に関して、H24調査と H30調査で
の採用傾向を比較してみると、割合では男女とも大卒（男
性49.1％→47.4％、女性27.5→23.9）、短大卒（男性3.8→2.8、
女性23.9→21.5）が微減し、対して各種専門学校卒（男性
18.0％→30.5％、女性7.3％→23.5％）は大幅に増加している。

（表31・32）

表31　平成30年4月新規学卒採用状況
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 採用した 59 72.0 81 78.6
2.	 採用していない 23 28.0 20 19.4
3.	 無回答 0 0.0 2 1.9

（回答企業に対する割合）

表32　学歴別新規学卒採用状況
学　　　　　歴

計
性別（年度） 大卒以上（%） 短大卒（%） 高専卒（%） 高卒（%） 各種専門学校卒（%）
男� （平成24年） 155（49.1） 12（3.8） 10（3.2） 82（25.9） 57（18.0） 316
� （平成30年） 287（47.4） 17（2.8） 12（2.0）105（17.3）185（30.5） 606
女� （平成24年） 68（27.5） 59（23.9） 7（2.8） 95（38.5） 18（7.3） 247
� （平成30年） 208（23.9）187（21.5） 26（3.0）245（28.1）205（23.5） 871
合計�（平成24年） 223（39.6） 71（12.6） 17（3.0）177（31.4） 75（13.3） 563
� （平成30年） 505（32.3）273（17.4） 37（2.4）350（22.4）400（25.6） 1,565

（回答企業に対する割合）

表33　平成31年4月新規学卒採用予定
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 採用する 55 67.1 84 81.6
2.	 採用しない

＊27 ＊32.9
9 8.7

　 無回答 10 9.7
＊「採用しない」「無回答」の区別不能　　（回答企業に対する割合）

平成31年度の採用予定については、「採用する」と回答し
た企業は103社中84社であり、82社中55社であった H24調査
時よりはその割合は高い。短大卒女子の採用計画では、
H24調査時は「わからない」と回答した企業が圧倒的に多
かったのに対し、H30調査では「増やす」と回答した企業
が最も多かった。その理由は ｢退職者の補充（41社）｣ が最
も多く、｢女性向きの職種である（37社）｣ ｢女性の戦力化を
図るため（28社）｣「高卒に比較すると各種能力が高い（22
社）」「ある程度の教養がある（20社）」「即戦力として対応
できる（19社）」と続いており、女性であることや高卒者と
の比較、教養の有無や即戦力的人材といったような、短大
卒女子の特性をある程度意識した採用計画を考えている企
業が多いことが分かる。一方、｢減らす｣ と回答した企業は
最も少なく、理由も「経済状況が悪化したため（4社）」「採
用計画の変更（4社）」といった、短大卒女子の特性とは関
係のない事由であることが分かる。同じく「採用しない」
と回答した企業の理由も「現在の要員で十分（9社）」「退職
者が出ない（6社）」など、企業内での事情によるものであ
り、短大卒女子の特性に関連した回答は1社のみが「採用職
種が短大卒向きではない」と答えただけで、「高卒の方が指
導しやすい」「短大卒は勤続年数が短い」「行動力、理解力
に欠ける」と回答したのはいずれも0社であった。（表33・
34・35・36・37）

このことから、短大卒女子の採用計画に関しては、増加
計画にある企業にとってはポジティブな特性が意識されて
いるのに対し、減少もしくは採用予定のない企業にとって
はネガティブな特性に関してほとんど意識されていないこ
とが分かる。しかしながら、採用計画は経済状況と密接な
関係があるため、今後の日本・世界経済の動向によっては
大きく変化する可能性も想定しておく必要がある。

表34　短大卒女子採用計画（増やす理由）
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 新規業種開拓等の事業展開による 4 13.8 16 20.8
2.	 女性の戦力化を図るため 6 20.7 28 36.4
3.	 女性向きの職種である 8 27.6 37 48.1
4.	 退職者の補充 15 51.7 41 53.2
5.	 年齢層の引き下げを図る 1 3.4 7 9.1
6.	 就労状態がよい 2 6.9 13 16.9
7.	 ある程度の教養がある 5 17.2 20 26.0
8.	 即戦力として対応できる 3 10.3 19 24.7
9.	 高卒に比較すると各種能力が高い 4 13.8 22 28.6

10.	 その他 0 0 1 1.3
（複数回答、回答企業：24年29社／30年77社の割合）
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表35　短大卒女子採用計画（減らす理由）
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 経済状況が悪化したため 2 28.6 4 50.0
2.	 採用した短大生が期待に沿わなかった 1 14.3 0 0
3.	 一般常識が不足している 0 0 0 0
4.	 専門的知識に欠ける 0 0 0 0
5.	 採用計画の変更 4 57.1 4 50.0
6.	 その他 0 0.0 0 0

（複数回答、回答企業：24年7社／30年8社の割合）

表36　短大卒女子採用計画（採用しない理由）
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 採用職種が短大卒向きではない 4 13.8 1 7.1
2.	 高卒の方が指導しやすい 0 0.0 0 0
3.	 短大卒は勤続年数が短い 2 6.9 0 0
4.	 行動力、理解力に欠ける 0 0 0 0
5.	 景気の見通しがたたない 4 13.8 1 7.1
6.	 退職者が出ない 9 31.0 6 42.9
7.	 現在の要員で十分 10 34.5 9 64.3
8.	 その他 2 6.9 0 0

（複数回答、回答企業：24年29社／30年14社の割合）

表37　短大卒女子採用計画（未定の理由）
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 今後の社会状況による 20 41.7 11 39.3
2.	 個人の能力、人間性次第 20 41.7 6 21.4
3.	 できれば男子を採用したい 3 6.3 － －
4.	 退職者との関連 24 50.0 18 64.3
5.	 採用者の勤務ぶりを見て判断する 1 2.1 1 3.6
6.	 その他 1 2.1 3 10.7

（複数回答、回答企業：24年48社／30年28社の割合）

表38　採用時に重要視する項目
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 基礎知識・一般教養 28 37.3 30 29.7
2.	 専門知識・技術 4 5.3 4 4.0
3.	 職務能力の適性 26 34.7 32 31.7
4.	 人物評価（積極性・協調性等） 58 77.3 74 73.3
5.	 課外活動経験（サークル・ボランティア・アルバイト等） 2 2.7 3 3.0
6.	 キャリア・学歴 0 0 1 1.0
7.	 コミュニケーション能力 28 37.3 57 56.4
8.	 その他 2 2.7 1 1.0

　 無回答 7 － 2 －
（単位：社 / 名　各回答数に対する割合）

次に、採用時に重要視する項目について尋ねている。回
答企業の1位は、「人物評価（積極性・協調性等）（73.3％）」
であり、｢コミュニケーション能力（56.4％）｣ ｢職務能力の
適性（31.7％）｣ ｢基礎知識・一般教養（29.7％）｣ が続いて
いる。H24調査時と比較すると、「コミュニケーション能力」
を重視すると回答した企業が37.3％から56.4％と突出して増
えており、一方で「基礎知識・一般教養」は37.3％から
29.7％に、「職務能力の適性」は34.7％から31.7％に減少して
いることから、知識や教養、職務能力といった学術的・実
務的能力よりも、いかに他者とのコミュニケーションを円
滑に行うことができるかといった、より人物本位の採用活
動を企業が行うようになってきていることが分かる。（表
38）

3－8．女子短大生、若者のイメージ
一般的な女子短大生に対するイメージについては、103社

中42社から自由記述による回答を得ており、短大生の資質・
能力、就職・職業観（姿勢）についての記述が多い。

資質・能力のポジティブなイメージに関しては、｢礼儀正
しいイメージ｣「即戦力としての基本的な意識を有し、コ
ミュニケーション能力にも優れる」「大学生より純粋で、高
校生よりしっかりしている」「素直である分、教育していき
やすい」「勤勉な方が多い」「明るく、爽やか」など、礼儀
や勤勉性、素直さやコミュニケーション能力に良いイメー
ジがある反面、「少々積極性に欠ける印象がある」「男子学
生に比べて脆く諦めやすい」「自己のスキルアップには興味
なさそう｣「忍耐力がない」「ダイバーシティといわれる中、
多様性がない」「メンタル的に弱い」など、積極性や自主性、
メンタルの弱さなどに関するマイナス面も指摘されている。

就職・職業観については、「将来を見据えて卒業後の進路
を明確にイメージできている」「就職についてまじめで丁寧
に取り組んでいる」｢仕事に対してまじめ（実直）な方が多
い｣「勤務態度がまじめで、仕事にも一生懸命に取り組む」
などの意見がある一方、「就職活動が大卒と違いマイペー
ス」「就職活動の取り組みが遅い」「企業訪問ではもっと積
極的に質問してほしい」「言われたことはできるが、考える
力が弱い」「壁に当たると、やめるという行動になりやすい」

「実働が浅いことは認識せず、自己主張は強い」など、就職
活動の取り組みの遅さや積極性のなさ、職業観や職業意識
の甘さなどについて厳しい意見も多く、真摯に受け止めて
今後の教育内容改善・学生指導に努めていきたい。

若者全般のイメージについては、H30調査では、｢指示待
ち型であるが従順（53.4％）｣ が H24調査同様に1位で、以下、
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｢企業の発展性より安定性を重視（45.6％）｣ ｢多様な価値観
（43.7％）｣ ｢好きな事は一生懸命（31.1％）｣ ｢将来のための
努力より毎日の生活を楽しむ（26.2％）｣ と続き、上位5項
目は H24調査とほぼ一致している。｢指示待ち型｣ ｢多様な
価値観｣ ｢安定性｣ は、調査開始時より若者の傾向として常
に上位あるいは増加しており、若者に対する典型的なイ
メージとして時代を超えて定着していると言える。その一
方で、H24調査では10.4％だった「趣味 ･ スポーツなど遊び
心を大切にする｣ が H30調査では22.3％と10ポイント以上
も上昇しているのは注目すべきことであり、働き方改革な
どが叫ばれる中において、余暇を有意義に使用する若者の
イメージが増えてきているとも言えるだろう。（表39）

表39　若者の傾向
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 企業の発展性より安定性を重視する 36 46.8 47 45.6
2.	 理性よりも感性でものごとを考える 8 10.4 11 10.7
3.	 趣味、スポーツなど遊び心を大切にする 8 10.4 23 22.3
4.	 いつまでも大人になりたくないﾓﾗﾄﾘｱﾑ傾向が強い 7 9.1 8 7.8
5.	 指示待ち型であるが、従順である 40 51.9 55 53.4
6.	 物の好み等が個性的である 9 11.7 12 11.7
7.	 将来のための努力より毎日の生活を楽しむ 18 23.4 27 26.2
8.	 内面的なものより表面的な明るさを好む 6 7.8 11 10.7
9.	 多様な価値観を持っている 28 36.4 45 43.7

10.	 好きな事は一生懸命やる 26 33.8 32 31.1
11.	 その他 2 2.6 3 2.9
　　無回答 5 6.5 3 2.9

（複数回答、回答企業に対する割合）

3－9．今後の本学の教育（ビジネス系）に期待するもの
本学教養学科で行っている教育（特にビジネス系）につ

いて、期待することを「社会人基礎力」「専門的技能」「そ
の他」に分類して調査した。
「社会人基礎力」は、表40の通り「自主性（52.9％）」「主

体性（50.0％）」「柔軟性（48.0％）」「ストレスコントロール
力（44.1％）」「規律性（42.2％）」「実行力（38.2％）」の順と
なっており、H24調査と上位の項目は同じであるが、前回1
位の「実行力」が6位となり、「ストレスコントロール力」
が10.3ポイント増えて、6位から4位になっている。
「専門的技能」は、表41の通り「接遇マナー（86.1％）」「ワー

プロ操作（53.5％）」「表計算ソフトの利用（53.5％）」の順で、
いずれも H24調査と同様、半数以上の企業が身につけるべ
きであるとしている。また「インターネットの利用」「電子
メールの利用」がそれぞれ12.4ポイント、10.2ポイントの増
となっていること、「新入社員に期待する IT 関連機器に関
する能力」（表11）でも「ワープロが打てる（73.8％）」「表
計算ソフトが使える（72.8％）」について、7割以上の企業

が求めていることを見ると、基本的な IT 操作能力は、社会
人として必須であることがわかる。また「希望職種につい
ての専門知識（28.7％）」が12.2ポイント増となっており、
より即戦力に近い人材を求めていることの表れと言える。
「その他」は、表42の通り「コミュニケーション能力

（85.1％）」「一般的なマナー（50.5％）」「身だしなみや言葉
遣い（49.5％）」「チャレンジ精神（42.6％）」の順であるが、
上位2項目がそれぞれ14.6ポイント、13.3ポイントの増と
なっている。

このように、企業が本学の教育に期待していることは、
社会人としての基本的なマナーや IT 関連能力、コミュニ
ケーション能力を身につけ、自主性・主体性を持った社会
の即戦力となれる人材の育成である。これについては、現
在行っている教育内容と一致するところであり、今後も社
会のニーズを捉えながら充実させ、教育効果を上げるよう
努めたい。また、今回の H30調査で数を伸ばしている「ス
トレスコントロール力」については、「社員に必要な資質能
力」や「女性社員の活用・現状」の調査項目でも指摘され
た「人間関係力」に関するものであり、今後さらに必要と
されると考えられる。このことを十分視野に入れて、教育
内容の検討をしていきたい。

表40　身につけるべき資質・能力（社会人基礎力）
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 主体性 36 45.0 51 50.0
2.	 実行力 42 52.5 39 38.2
3.	 規律性 34 42.5 43 42.2
4.	 柔軟性 35 43.8 49 48.0
5.	 自主性 41 51.3 54 52.9
6.	 働きかけ力 2 2.5 7 6.9
7.	 状況把握力 20 25.0 24 23.5
8.	 課題発見力 9 11.3 25 24.5
9.	 計画力 14 17.5 17 16.7

10.	 創造性 11 13.8 19 18.6
11.	 発信力 7 8.8 6 5.9
12.	 傾聴力 16 20.0 29 28.4
13.	 ストレスコントロール力 27 33.8 45 44.1
14.	 その他 3 3.8 0 0
　　無回答 2 － 1 －

（複数回答、回答企業に対する割合）
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表41　身につけるべき資質・能力（専門的技能）
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 接遇マナー 65 82.3 87 86.1
2.	 ワープロ操作 44 55.7 54 53.5
3.	 表計算ソフトの利用 53 67.1 54 53.5
4.	 データベースの利用 7 8.9 10 9.9
5.	 グラフィック・デザインの知識・スキル 3 3.8 4 4.0
6.	 インターネットの利用 9 11.4 24 23.8
7.	 電子メールの利用 6 7.6 18 17.8
8.	 IT 関連機器の操作能力 14 17.7 21 20.8
9.	 ホームページ制作の知識 1 1.3 2 2.0

10.	 情報セキュリティに関する知識 13 16.5 13 12.9
11.	 ネットワークの知識 2 2.5 3 3.0
12.	 簿記会計 12 15.2 15 14.9
13.	 希望職種についての専門知識 13 16.5 29 28.7
14.	 専門的技能は、入社後の教育で十分である 18 22.8 19 18.8
15.	 その他 1 1.3 0 0
　　無回答 3 － 2 －

（複数回答、回答企業に対する割合）

表42　身につけるべき資質・能力（その他）
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 職業観の育成 20 25.6 9 8.9
2.	 コミュニケーション能力 55 70.5 86 85.1
3.	 チャレンジ精神 30 38.5 43 42.6
4.	 応用力 12 15.4 19 18.8
5.	 忍耐力 21 26.9 28 27.7
6.	 人間性 34 43.6 30 29.7
7.	 身だしなみや言葉遣い 37 47.4 50 49.5
8.	 細やかな気配りや思いやり 42 53.8 38 37.6
9.	 一般常識や基礎学力 16 20.5 21 20.8

10.	 一般的なマナー 29 37.2 51 50.5
11.	 基礎的な国語力（文章表現力） 8 10.3 5 5.0
12.	 英会話等語学力 1 1.3 7 6.9
13.	 時事（ニュース）の理解力 2 2.6 1 1.0
14.	 経済・会計に関する知識 0 0 3 3.0
15.	 幅広い教養 2 2.6 10 9.9
16.	 リスクマネジメント 1 1.3 3 3.0
17.	 コンプライアンス 5 6.4 14 13.9
18.	 サークル活動参加 0 0 0 0
19.	 ボランティア活動 3 3.8 4 4.0
20.	 その他 0 0 0 0
　　無回答 4 － 2 －

（複数回答、回答企業に対する割合）

3－10．教養学科で取得できる資格について
まず、現在教養学科において指定単位修得により取得す

ることができる全国大学実務教育協会の資格の認知度につ
いて調査を行った。（表43）

表43　資格の認知
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

ビジネス実務士 38 46.3 － －
上級ビジネス実務士 － － 38 36.9
上級ビジネス実務士（サービス実務士） － － 28 27.2
秘書士 46 56.1 － －
上級秘書士 － － 41 39.8
上級秘書士（メディカル秘書） － － 24 23.3
情報処理士 39 47.6 45 43.7
ウェブデザイン実務士 15 18.3 18 17.5

（回答企業に対する割合）

この認知度の調査は、本学科で取得可能なものの中から
「ビジネス実務士」と「秘書士」の2つを除いた項目で回答
を得ている。前回調査後に本学科では取得可能資格を再編
したことにより設問が異なっており、単純な比較は難しい
ものの、H24調査との比較が可能である「情報処理士（47.6％
→43.7％）」「ウェブデザイン実務士（18.3％→17.5％）」につ
いては差異がほとんどなかった。そして、平成25年度より
新設した「上級ビジネス実務士（サービス実務）」と「上級
秘書士（メディカル秘書）」はそれぞれ27.2％、23.3％とい
うように「ウェブデザイン実務士」ほどではないものの低
い認知度である。特に前者の低さは本資格を取得できる全
国の大学・短期大学数が極端に少ないこととの関係が疑わ
れる。全国大学実務教育協会のホームページによると、「上
級ビジネス実務士（サービス実務）」が取得できる大学・短
大は本学を含めわずか6校である6）。後者は、本資格の需要
が生じる医療・福祉分野の業種からの H30調査回答数が1割
程度であったことに加え、回答が得られた医療・福祉分野
11企業に絞っても30％に満たない割合であり、どの企業に
おいても低い認知度であった。これは、医療事務としても
活躍可能な資格であることの認識が低いといえる。

次に、H30調査では「就職までに取得しておいた方がよ
い資格」の調査も実施した。（表44）
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表44　就職までに取得しておいた方がよい資格
平成30年（社）（％）

1.	 簿記検定 41 39.8 
2.	 漢字検定 5 4.9 
3.	 実用英語技能検定 11 10.7 
4.	 TOEIC 19 18.4 
5.	 秘書検定 21 20.4 
6.	 かごしま検定 6 5.8 
7.	 色彩検定 2 1.9 
8.	 日本語ワープロ検定試験 13 12.6 
9.	 情報処理技能検定 13 12.6 

10.	 IT パスポート 5 4.9 
11.	 その他 8 7.8 
　　無回答 21 20.4 

（回答企業に対する割合）

「簿記検定（39.8％）」が最も高く、その後「秘書検定
（20.4％）」「TOEIC（18.4％）」「日本語ワープロ検定試験
（12.6％）」「情報処理技能検定（12.6％）」「実用英語技能検
定（10.7％）」と続く。表41において、身につけるべき専門
的技能としては「簿記会計」が14.9％と低かったものの、
資格としては重視されている。しかしながら、最も簿記検
定を必要とするであろう金融・保険分野の企業では「必要」
という回答が5社中2社と比較的少なかった。このことにつ
いては回答数が少なかったこともあり実態と合致している
か追加調査が必要である。「秘書検定」は接客を伴う可能性
のある企業、英語の資格については運輸業や飲食・宿泊業
分野の企業において推奨される率が高かった。パソコン関
係の技能は業種を問わず求められているようである。民間
資格については実務に活かされる資格が求められている傾
向にあるといえるだろう。

3－11．本学の卒業生、教育・就職支援活動
（1）現在の本学出身者数

回答企業（103社）のうち66社に、本学卒業生が勤務して
いる。その中で、卒業生10名以上が勤務している企業6社、
1～4名在勤の企業が約50％、卒業生が一名もいない企業が
35％強と、限定された企業ではなく、県内のさまざまな企
業に就職していることがうかがわれる結果であった。（表
45）

表45　本学出身者（現在）
平成30年（社）（％）

① 0名 37 35.9
② 1名 24 23.3
③ 2名 11 10.7
④ 3名 9 8.7
⑤ 4名 7 6.8
⑤ 5名 1 1.0
⑥ 6名 2 1.9
⑦ 7名 4 3.9
⑧ 8名 1 1.0
⑨ 9名 1 1.0
⑩10名 1 1.0
⑪12名 1 1.0
⑫14名 1 1.0
⑬16名 1 1.0
⑭17名 1 1.0
⑮98名 1 1.0
無回答 0 0
合　計 103 100

（単位：社）

（2）過去5年間の本学卒業生・全体の採用者実績
本学卒業生の採用実績の過去5年間の推移を調査した結果

から、毎年5名以上の卒業生を採用している企業が少なくと
も1企業あり、本学との良い関係性が保たれていると考えら
れる。採用のない企業は、平成26、27年は80社を超えてい
たが、ここ3年間は70社台にとどまっており、近年の人手不
足の状況もあり、企業の採用意欲が高いことを示している
といえよう。2～4名採用の企業は5社以下であるが、県内企
業の規模を考えると想定範囲内ではないかと思われる。（表
46）

表46　本学卒業生の推移（過去5年間）
０名 １名 ２名 ３名 ４名 ５名以上

①平成26年度 89 8 2 3 0 1
②平成27年度 89 11 1 0 0 2
③平成28年度 78 15 4 3 1 2
④平成29年度 73 24 3 2 0 1
⑤平成30年度 77 17 4 2 1 2

合計（社） 406社 75社 14社 10社 2社 8社
合計（人数） 75名 28名 30名 4名 58名

（3）本学卒業生採用の理由
本学卒業生採用の理由では、約半数の企業が ｢一定水準

以上の能力が認められる（53.3％）｣ ｢コミュニケーション
能力や人間的に魅力を感じる点が多い（40.0％）」の項目を
挙げている。前回調査と比較して、「過去の卒業生の実績が
認められるから」が12.2％から29.3％に、「基礎学力があり、
伸びる人材だから」が22.0％から30.7％に増加しており、就
職した学生に対する仕事ぶり、また入社以降の成長に対し
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ての評価が上がっている。一方で、「仕事に対して意欲的で
あるから」という項目が46.3％から34.7％と大きく減少して
いる。こうした結果から、卒業生の評価として入社後に適
切に業務を遂行することで評価を受けているものの、主体
的に仕事を行う積極性は少ないとの印象を企業がもたれて
いると考えられる。今後はその原因を探り、学生時代に自
主性を育む仕組みを検討するとともに、職場において意欲
を失う要因が何かについても調査していく必要があると考
えられる。（表47）

表47　卒業生採用の理由
（平成24年：回答企業41 / 平成30年：回答企業75）

平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）
1.	 教員からの紹介・推薦 7 17.1 15 20.0
2.	 過去の卒業生の実績が認められるから 5 12.2 22 29.3
3.	 一定水準以上の能力が認められるから 24 58.5 40 53,3
4.	 基礎学力があり、伸びる人材だから 9 22.0 23 22.0
5.	 学校で履修した内容が当社に合致しているから 2 4.9 7 9.3
6.	 仕事に対して意欲的であるから 19 46.3 26 34.7
7.	 コミュニケーション能力や人間的に魅力を感じる点が多いから 17 41.5 30 40.0
8.	 大学の教育内容を信頼しているから 2 4.9 9 12
9.	 その他 3 7.3 5 5.3

（複数回答、回答企業に対する割合）

（4）本学の企業に対する就職支援活動
本学の就職支援活動について、｢大変熱心 ･ どちらかとい

えば熱心｣ とする企業は、35.1％と H24調査時の17.1％から
大幅に向上しており、キャリアセンター、就職・進路指導
部会の活動などが評価されていると考えられる。また、本
学の求人 ･ 就職支援活動自体を知らない企業については、
H24調査と同じ21社（22.3％）あり、関係性の弱い企業に対
して活動内容を何からの形で伝える努力が必要であろう。

（表48）

表48　本学の就職支援活動
平成24年（社）（％） 平成30年（社）（％）

1.	 大変熱心だと思う 14 17.1 33 35.1
2.	 どちらかといえば熱心だと思う 14 17.1 22 23.4
3.	 熱心であるとはあまり思えない 1 1.2 0 0
4.	 熱心であるとはまったく思えない 0 0 0 0
5.	 どちらともいえない 22 26.8 16 17.0
6.	 本学の求人・就職支援活動を知らない 21 25.6 21 22.3
7.	 その他 2 2.4 3 3.2

　　無回答 8 9.8 9 9.6
（複数回答、回答企業に対する割合）

（5）�本学の卒業生（学生）、就職支援活動、教育に対するご
意見・ご要望（自由記述）

本学の卒業生については、雇用している企業から ｢明朗
快活｣ ｢真面目｣ ｢礼儀正しい｣ ｢適応能力が優れている」
｢協調性がある」「OA 機器操作の能力が高い」など、資質
能力を高く評価するコメントが見られた。一方、個々人で
差があるとしながらも ｢挨拶ができない｣「仲間の悪口・陰
口を言わない教育をしてほしい」など社会人として問題が
ある部分もあるとの指摘もあった。就職活動については、
短大生全体として「事務職以外にも視野を広く持ってほし
い」「短大生は動き出しが遅い」、また本学学生では ｢エン
トリー・説明会への参加が少ない｣ ｢採用試験に参加がな
い｣ など、積極性を求める意見があった。また就職後数年
で退職した事例では、退職を惜しんでいただきつつも、具
体的な理由がなかったことに不信感を持たれた事例、短大
生全体に対して、仕事に対する考え方が甘いとの指摘が
あった。

本学の就職支援活動については、｢学校紹介や本アンケー
トの実施など、積極的に活動している｣ ｢学内でのキャリア
イベントがある｣ ｢学生の採用試験の準備状況から充実した
支援がうかがわれる｣ など評価する意見がある一方で、｢学
内企業説明会の実施｣「中小企業への情報発信」「一年生か
らの職業教育」など、より積極的な支援を期待する声もあっ
た。またキャリア教育実施において、実際の企業からの視
点での連携についての申し出もあった。

短大での教育については、｢生活力・対応力・行動力を身
につける場として短大として十分意義がある｣ ｢人間として
の姿勢・意気込みが良い｣ ｢風通しの良い教育の場であった
と感じられる｣ など短大教育の意義について肯定的な意見
が多く見られた。また地元鹿児島での就職を期待している
こと、そのための教育が望ましいとの声があった。短大生
全体に対するイメージとして、素直で明るく、高校生と比
較して専門知識、礼儀作法、社会常識に優れているとの声
が多かった。しかしながら、困難に対する対応力、課題に
直面した時のメンタルなどが弱いとの声も多く、状況変化
の激しい昨今、短大教育においても状況変化にフレキシブ
ルに対応できる柔軟性、さらに学び続けることの重要性に
ついて、キャリア教育では指導していく必要があると考え
る。

4．おわりに
本学科による鹿児島県内企業への調査は、昭和62年から

ほぼ5年ごとに実施している。時代の変化や社会のニーズを
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捉えて、本学におけるキャリア教育を充実させることを目
的としたものである。今回の調査でも、企業の状況や求め
る人材像についての貴重な情報を得ることができた。また
社会における女性の役割が、今後さらに大きくなっていく
一方で、女性活用については、制度的には整備されている
ものの、問題点も散在するという現状も明らかになった。

今回の調査結果をもとに、本学におけるキャリア教育や
学生支援体制について再検討するとともに、地元企業との
連携を深めながら、社会に役立つ人材を育成していきたい
と考える。

［謝辞］ご協力いただきました各事業所、関係各位の皆様に
厚く御礼申し上げます。
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る
仕
事
の
実
習
 

 
14
.そ

の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
［
３
］
新
入
社
員
教
育
を
実
施
さ
れ
て
い
る
場
合
、
教
育
期
間
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か
。
 

  
 
１
．
１
日
  

 
 
2.
 ２

日
－
３
日
  

 
 3
．
４
日
－
７
日
 
 
4.
 ８

日
－
30

日
 
 
5.
 １

ケ
月
以
上
 

 【
Ⅲ
】
貴
社
(事

業
所
)で

の
社
員
に
必
要
な
資
質
・
能
力
等
に
つ
い
て
う
か
が
い
ま
す
。
 

  
［
４
］
次
の
項
目
の
中
か
ら
、
社
員
の
資
質
・
能
力
と
し
て
必
要
と
思
わ
れ
る
も
の
に
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
５
つ
以
内
）
 

  
 
 1
.仕

事
に
対
す
る
熱
意
・
意
欲
が
あ
る
 
 
 
 
 
 
  
2.
責
任
感
・
誠
実
さ
が
あ
る
（
ま
じ
め
で
あ
る
）
 

 
 
 3
.積

極
的
で
実
行
力
（
行
動
力
）
が
あ
る
 
 
 
  
  
  
4.
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
が
あ
る
 

 
 
 5
.表

現
力
・
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
能
力
が
あ
る
 
 
 
6.
協
調
性
・
チ
ー
ム
で
仕
事
を
す
る
能
力
が
あ
る
 

 
 
 7
.統

率
力
・
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
が
あ
る
 
 
 
8.
一
般
知
識
・
教
養
が
あ
る
 
 
 
9.
論
理
的
思
考
が
で
き
る
 

 
 
10
.創

造
性
が
豊
か
で
あ
る
 
 
 
11
.新

た
な
ア
イ
デ
ィ
ア
や
解
決
策
を
見
い
出
す
能
力
が
あ
る
 

 
 
12
.判

断
力
が
あ
る
 
 
 
13
.企

画
力
が
あ
る
 
 
 
14
.課

題
発
見
力
が
あ
る
（
問
題
点
を
発
見
す
る
力
が
あ
る
）
 

 
 
15
.専

門
分
野
の
基
礎
知
識
・
技
術
が
あ
る
 
 
 
16
.専

門
分
野
の
応
用
的
知
識
・
技
術
が
あ
る
 

 
 
17
.常

に
新
し
い
知
識
・
能
力
を
身
に
付
け
よ
う
と
す
る
力
が
あ
る
 
 
 
18
.コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
の
活
用
能
力
が
あ
る
 

 
 
19
.語

学
力
が
あ
る
（
国
際
感
覚
が
あ
る
）
 
 
 
20
.プ

レ
シ
ャ
ー
の
中
で
力
を
発
揮
で
き
る
能
力
が
あ
る
 

 
 
21
.複

数
の
仕
事
の
順
位
を
考
え
な
が
ら
達
成
す
る
能
力
が
あ
る
 
 
22
.自

己
分
析
・
他
者
理
解
が
で
き
る
 

 
 
23
.人

柄
が
よ
い
 
 
 
 
24
.礼

儀
・
言
葉
遣
い
が
よ
い
 
 
 
 
25
.接

遇
が
よ
い
 

 
 
26
.そ

の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
［
５
］
次
の
項
目
は
、
女
子
短
大
に
お
け
る
ビ
ジ
ネ
ス
実
務
に
関
す
る
教
育
科
目
で
す
。
貴
事
業
所
で
の
ご
経
験
か
ら
、
 

 
 
 
 
新
入
社
員
に
と
っ
て
特
に
大
切
と
思
わ
れ
る
も
の
に
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。（

５
つ
以
内
）
 

  
 
1.
ビ
ジ
ネ
ス
実
務
（
接
遇
・
文
書
管
理
等
）
の
実
践
力
 
 
 
 
 
 
2.
情
報
処
理
力
（
Ｏ
Ａ
機
器
操
作
を
含
む
）
 

 
 
3.
読
み
・
書
き
・
話
す
能
力
 
 
 
4.
幅
広
い
一
般
教
養
 
 
 
 
 
5.
人
間
関
係
に
関
す
る
能
力
 

 
 
6.
職
業
人
と
し
て
の
素
養
 
 
 
 
7.
経
営
管
理
の
基
礎
理
論
 
 
 
8.
簿
記
・
会
計
の
基
礎
 

 
 
9.
語
学
能
力
（
主
に
英
語
）
 
 
 
10
.国

際
的
な
感
覚
 
  

 1
1.
創
造
性
開
発
 
  

  
12
.心

理
学
の
基
礎
 

  
上
記
選
択
科
目
の
中
で
、
最
も
大
切
と
思
わ
れ
る
項
目
を
１
つ
だ
け
選
び
、
そ
の
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
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［
６
］
Ｉ
Ｔ
関
連
機
器
に
関
し
て
、
新
入
社
員
に
ど
の
程
度
の
能
力
を
期
待
さ
れ
ま
す
か
。
 

○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。（

複
数
回
答
可
）
 

  
 
 1
.ワ

ー
プ
ロ
ソ
フ
ト
が
使
え
る
 
 
 
 
2.
表
計
算
ソ
フ
ト
が
使
え
る
 
 
3.
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
ソ
フ
ト
が
使
え
る
 

 
 
 4
.グ

ラ
フ
ィ
ッ
ク
デ
ザ
イ
ン
等
の
ソ
フ
ト
が
使
え
る
 
 
5.
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
更
新
等
が
で
き
る
 

 
 
 6
.プ

ロ
グ
ラ
ム
が
組
め
る
 
 
7.
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
関
す
る
知
識
が
あ
る
 

 
 
 8
.情

報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
知
識
を
持
っ
て
い
る
 

 
 
 9
.コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
以
外
（
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
、
複
写
機
等
）
の
事
務
用
機
器
が
扱
え
る
 

 
 
10
.会

議
等
の
た
め
の
視
聴
覚
機
材
（
ﾌﾟ
ﾛｼ
ﾞｪ
ｸﾀ
ｰ、

ﾌﾟ
ﾚｾ
ﾞﾝ
ﾃｰ
ｼｮ
ﾝｿ
ﾌﾄ
、
AV

機
器
等
）
が
扱
え
る
 

  
 
11
.特

に
必
要
な
い
 
 
12
.そ

の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
［
７
］
現
在
、
貴
社
(事

業
所
)で

は
女
性
社
員
を
ど
の
よ
う
な
分
野
に
配
置
・
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
か
。
 

 
 
 
（
複
数
該
当
す
る
場
合
は
、
主
な
も
の
１
つ
に
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。）

 

  
 
 1
.主

と
し
て
専
門
的
分
野
の
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
活
用
を
は
か
っ
て
い
る
 

 
 
 2
.主

に
、
特
定
業
務
、
職
種
に
配
置
し
て
い
る
（
例
え
ば
、
受
付
、
販
売
等
）
 

 
 
 3
.主

に
、
補
助
的
分
野
に
配
置
し
て
い
る
 

 
 
 4
.個

人
の
資
質
・
能
力
に
応
じ
た
分
野
に
配
置
し
て
い
る
 

 
 
 5
.そ

の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
［
８
］
女
性
社
員
の
活
用
に
つ
い
て
、
課
題
が
あ
り
ま
す
か
。
 
１
．
特
に
な
い
 
 
２
．
課
題
が
あ
る
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
↓
 

 
 
 
「
２
．
課
題
が
あ
る
」
を
選
択
の
場
合
、
ど
の
よ
う
な
課
題
で
す
か
。
該
当
す
る
も
の
に
す
べ
て
○
印
を
 

 
 
 
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
 

  
 
 
(1
)勤

続
年
数
が
短
い
 
 
 
(2
)配

置
転
換
、
転
勤
が
難
し
い
 
 
(3
)産

休
で
中
断
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
 

 
 
 
(4
)対

外
的
信
用
が
十
分
得
ら
れ
な
い
 
 
 
 
 
(5
)時

間
外
労
働
、
深
夜
業
等
を
任
せ
に
く
い
 

 
 
 
(6
)必

要
と
す
る
専
門
的
知
識
が
十
分
で
な
い
 
 
(7
)職

業
意
識
が
十
分
で
な
い
 

 
 
 
(8
)結

婚
す
る
と
、
家
事
、
育
児
負
担
の
た
め
労
働
力
、
意
欲
が
減
退
す
る
 

 
 
 
(9
)そ

の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
［
９
］
貴
社
(事

業
所
)に

は
女
性
管
理
職
が
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
か
。
 
 
 
１
．
い
る
 
 
 
 
２
．
い
な
い
 

  
 
 
（
１
）「

い
る
」
と
回
答
さ
れ
た
場
合
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
①
人
 
数
 
 
（
 
 
 
 
 
 
 
人
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②
平
均
年
齢
 
（
 
 
 
 
 
 
 
歳
）
 

 
 
 
 
 
③
所
属
す
る
部
署
 
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 
 
 
（
２
）「

い
な
い
」
と
回
答
さ
れ
た
場
合
 

 
 
 
 
 
①
今
後
登
用
す
る
予
定
で
あ
る
 
 
 
②
今
後
と
も
予
定
は
な
い
 
 
 
③
わ
か
ら
な
い
 

 

［
10
］
貴
社
(事

業
所
)の

現
在
の
事
業
に
お
い
て
以
下
の
外
国
語
の
必
要
性
は
ど
の
程
度
あ
り
ま
す
か
。
 

 
（
５
．
必
要
 
４
．
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
必
要
 
３
．
ど
ち
ら
で
も
な
い
 
２
．
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
必
要
な
し
 
１
．
必
要
な
し
）
 

 

 

1.
英
語
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
１
 

2.
中
国
語
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
１
 

3.
韓
国
語
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
１
 

4.
そ
の
他
（
 
 
 
 
）
 
 
 
５
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
１
 

 

 必
要
な
し

 
ど
ち
ら
か
と
い
う
と

必
要

 必
要

ど
ち
ら
で
も

な
い

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

 
必
要
な
し

 
 

 - 
4
 -

［
11
］
貴
社
(事

業
所
)の

将
来
的
な
事
業
に
お
い
て
以
下
の
外
国
語
の
必
要
性
は
ど
の
程
度
あ
り
ま
す
か
。
 

 
（
５
．
必
要
 
４
．
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
必
要
 
３
．
ど
ち
ら
で
も
な
い
 
２
．
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
必
要
な
し
 
１
．
必
要
な
し
）
 

 

 

1.
英
語
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
１
 

2.
中
国
語
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
１
 

3.
韓
国
語
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
１
 

4.
そ
の
他
（
 
 
 
 
）
 
 
 
５
 
 
 
 
 
４
 
 
 
 
 
３
 
 
 
 
 
２
 
 
 
 
 
１
 

 

［
12
］
貴
社
（
事
業
所
）
の
事
業
に
お
い
て
上
記
の
外
国
語
の
ど
の
能
力
が
最
も
求
め
ら
れ
ま
す
か
。
 

1.
読
む
 
2.
書
く
 
3.
話
す
 
4.
聞
く
 
5.
そ
の
他
（
 
 
 
 
）
 

  【
Ⅳ
】
下
記
の
項
目
で
、
現
在
、
貴
社
(事

業
所
)で

利
用
・
活
用
さ
れ
て
い
る
項
目
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
○
印
を
つ
け
て

く
だ
さ
い
。（

複
数
回
答
可
）
 

  
［
13
］
オ
フ
ィ
ス
業
務
の
ク
ラ
ウ
ド
（
シ
ス
テ
ム
）
利
用
に
つ
い
て
 

 
 
（
ａ
）
メ
ー
ル
サ
ー
バ
ー
 
 
（
ｂ
）
フ
ァ
イ
ル
サ
ー
バ
ー
 
 
（
ｃ
）
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
 

 
 
（
ｄ
）
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）（

ｅ
）
全
く
利
用
し
て
い
な
い
 

  
［
14
］
自
社
サ
ー
バ
ー
（
シ
ス
テ
ム
）
の
利
用
に
つ
い
て
 

 
 
（
ａ
）
メ
ー
ル
サ
ー
バ
ー
 
 
（
ｂ
）
フ
ァ
イ
ル
サ
ー
バ
ー
 
 
（
ｃ
）
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
 

 
 
（
ｄ
）
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）（

ｅ
）
全
く
利
用
し
て
い
な
い
 

  
 
＊
ご
利
用
の
主
な
シ
ス
テ
ム
（
Ｏ
Ｓ
）
に
つ
い
て
 

 
 
（
ａ
）
Wi
nd
ow
s 

 
 
（
ｂ
）
MA
C 

 
 
（
ｃ
）
UN
IX
（
Li
nu
x）

 
 
（
ｄ
）
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
［
15
］
タ
ブ
レ
ッ
ト
（
端
末
）
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
利
用
に
つ
い
て
 

 
 
（
ａ
）
タ
ブ
レ
ッ
ト
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
管
理
等
に
利
用
し
て
い
る
。
 

 
 
（
ｂ
）
商
品
管
理
や
商
品
受
発
注
に
利
用
し
て
い
る
。
 

 
 
（
ｃ
）
貴
社
（
事
業
所
）
や
取
引
先
等
と
の
連
絡
に
利
用
し
て
い
る
。
 

 
 
（
ｄ
）
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）（

ｅ
）
全
く
利
用
し
て
い
な
い
 

  
 
＊
ご
利
用
の
主
な
タ
ブ
レ
ッ
ト
・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
に
つ
い
て
 

 
 
（
ａ
）
Wi
nd
ow
s 

 
 
（
ｂ
）
Ma
c 

 
 
（
ｃ
）
iP
ho
ne
 
 
（
ｄ
）
An
dr
oi
d 

 
 
（
ｅ
）
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
［
16
］
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
利
用
に
つ
い
て
 

 
 
（
ａ
）
自
社
で
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
制
作
・
管
理
 
 
（
ｂ
）
外
部
へ
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
制
作
・
管
理
発
注
 

 
 
（
ｃ
）
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
利
用
し
て
い
な
い
 

  
 
＊
自
社
に
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
制
作
・
更
新
の
担
当
者
：
 
 
 
い
る
 
 
・
 
い
な
い
 

  
［
17
］
SN
S（

Fa
ce
bo
ok
、
Tw
it
te
r、

LI
NE
、
Yo
uT
ub
e、

In
st
ag
ra
m
等
）
利
用
に
つ
い
て
 

 
 
（
ａ
）
Fa
ce
bo
ok
 
 
（
ｂ
）
Tw
it
te
r 

 
（
ｃ
）
LI
NE
 
 
（
ｄ
）
Yo
uT
ub
e 

 
（
ｅ
）
In
st
ag
ra
m 

 
 
（
ｆ
）
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）（

ｇ
）
全
く
利
用
し
て
い
な
い
 

  
 
＊
Ｓ
Ｎ
Ｓ
利
用
の
目
的
に
つ
い
て
 

 必
要
な
し

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

必
要

 必
要

ど
ち
ら
で
も

な
い

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

 
必
要
な
し
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（
ａ
）
お
客
様
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
利
用
 
 
（
ｂ
）
商
品
紹
介
に
利
用
 

 
 
（
ｃ
）
販
売
後
の
商
品
利
用
説
明
に
利
用
（
例
：
Yo
uT
ub
e
に
利
用
動
画
を
紹
介
な
ど
）
 

 
 
（
ｄ
）
そ
の
他
 
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
［
18
］
そ
の
他
、
Ｉ
Ｔ
や
Ａ
Ｉ
を
利
用
し
て
い
る
、
あ
る
い
は
こ
れ
か
ら
利
用
し
た
い
と
お
考
え
の
項
目
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
 

 
 
 
差
支
え
な
い
範
囲
で
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。
 

    【
Ⅴ
】
現
在
、
貴
事
業
所
で
の
採
用
・
採
用
計
画
に
つ
い
て
う
か
が
い
ま
す
。
差
し
支
え
な
い
範
囲
で
お
答
え
く
だ
さ
い
。
 

  
 [
19
]貴

事
業
所
で
は
平
成

30
年

4
月
に
新
規
学
卒
採
用
を
さ
れ
ま
し
た
か
。
ま
た
、
平
成

31
年

4
月
の
 

 
新
規
採
用
予
定
が
お
あ
り
で
し
ょ
う
か
。
 

  
 
 
（
１
）
平
成

30
年

4
月
新
規
学
卒
採
用
 
 
 
 
 
１
．
採
用
し
た
 
 
 
２
．
採
用
し
な
い
 

 
 

 
採
用
さ
れ
た
場
合
、
人
数
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
 

 
学
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
歴
 

性
 
別
 

大
 
卒
 
以
 
上
 

短
大

卒
高

専
卒

高
卒

 
各
種
・
専
門
学
校
卒

男
 

人
 

人
人

人
 

人

女
 

人
 

人
人

人
 

人

計
 

人
 

人
人

人
 

人

   
 
 
（
２
）
平
成

31
年

4
月
新
規
学
卒
採
用
予
定
 
 
 
 
１
．
採
用
す
る
 
 
 
２
．
採
用
し
な
い
 

 
 
 
 
 

   
[2
0]
今
後
の
短
大
卒
女
子
の
採
用
計
画
に
つ
い
て
、
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。（

複
数
回
答
可
）
 

  
（
１
）
増
や
す
場
合
、
そ
の
理
由
は
 

 
 
 
 
1.
新
規
業
種
開
拓
等
の
事
業
展
開
に
よ
る
 
 
 
2.
女
性
の
戦
力
化
を
図
る
た
め
 

 
 
 
 
3.
女
性
向
き
の
職
種
で
あ
る
 
 
 
4.
退
職
者
の
補
充
 
 
 
 
5.
年
齢
層
の
引
き
下
げ
を
図
る
 

 
 
 
 
6.
就
労
状
態
が
よ
い
 
 
 
7.
あ
る
程
度
の
教
養
が
あ
る
 
 
 
8.
即
戦
力
と
し
て
対
応
で
き
る
 

 
 
 
 
9.
高
卒
に
比
較
す
る
と
各
種
能
力
が
高
い
 
 
10
.そ

の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
（
２
）
減
ら
す
場
合
、
そ
の
理
由
は
 

 
 
 
 
1 .
経
済
状
況
が
悪
化
し
た
た
め
 
 
 
2.
採
用
し
た
短
大
生
が
期
待
に
沿
わ
な
か
っ
た
 

 
 
 
 
3.
一
般
常
識
が
不
足
し
て
い
る
 
 
 
4.
専
門
的
知
識
に
欠
け
る
 
 
 
 
5.
採
用
計
画
の
変
更
 

 
 
 
 
6.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
（
３
）
採
用
し
な
い
場
合
、
そ
の
理
由
は
 

 
 
 
 
1.
採
用
職
種
が
短
大
卒
向
き
で
は
な
い
 
 
2.
高
卒
の
方
が
指
導
し
や
す
い
 
 
3.
短
大
卒
は
勤
続
年
数
が
短
い
 

  
  
 
 
4.
行
動
力
、
理
解
力
に
欠
け
る
 
 
 
5.
景
気
の
見
通
し
が
た
た
な
い
 
 
 
 
6.
退
職
者
が
出
な
い
 

 
 
 
 
7 .
現
在
の
要
員
で
十
分
 
 
 
8.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
（
４
）
わ
か
ら
な
い
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1 .
今
後
の
社
会
状
況
に
よ
る
 
 
 
2.
個
人
の
能
力
、
人
間
性
次
第
 
 
 
 
3.
退
職
者
と
の
関
連
 
 
 
 

4 .
採
用
者
の
勤
務
ぶ
り
を
見
て
判
断
す
る
 

 
 
 
 
5.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

    
[2
1]
採
用
す
る
に
あ
た
っ
て
、
貴
社
(事

業
所
)が

重
要
視
さ
れ
る
項
目
は
何
で
す
か
。（

○
印
：
２
つ
ま
で
）
 

  
 
1.
基
礎
知
識
・
一
般
教
養
 
 
2.
専
門
知
識
・
技
術
 
 
3.
職
務
能
力
の
適
性
 

 
 
4 .
人
物
評
価
（
積
極
性
・
協
調
性
等
）
 
5.
課
外
活
動
経
験
（
サ
ー
ク
ル
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
ア
ル
バ
イ
ト
等
）
 

 
 
6.
キ
ャ
リ
ア
・
学
歴
 
 
7.
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
 
 
8.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 【
Ⅵ
】
学
生
イ
メ
ー
ジ
、
本
学
の
ビ
ジ
ネ
ス
関
係
の
教
育
(内

容
)、

学
生
資
質
等
に
つ
い
て
う
か
が
い
ま
す
。
 

  
 
[2
2]
現
在
の
一
般
的
な
女
子
短
大
生
に
ど
の
よ
う
な
イ
メ
ー
ジ
を
お
持
ち
で
す
か
。（

自
由
記
述
）
 

 
※
 
回
答
担
当
者
の
個
人
的
ご
意
見
で
結
構
で
す
。
 

         
 
[2
3]
最
近
の
若
者
に
つ
い
て
、
次
の
よ
う
な
傾
向
が
あ
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。
 

 
 
 
 
回
答
者
個
人
の
ご
意
見
で
結
構
で
す
か
ら
、
同
感
さ
れ
る
も
の
す
べ
て
に
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
 

  
 
1.
企
業
の
発
展
性
よ
り
安
定
性
を
重
視
す
る
 
 
 
 
 
2.
理
性
よ
り
も
感
性
で
も
の
ご
と
を
考
え
る
 

 
 
3.
趣
味
、
ス
ポ
ー
ツ
な
ど
遊
び
心
を
大
切
に
す
る
 
 
 
4.
い
つ
ま
で
も
大
人
に
な
り
た
く
な
い
ﾓﾗ
ﾄﾘ
ｱﾑ
傾
向
が
強
い
 

 
 
5.
指
示
待
ち
型
で
あ
る
が
、
従
順
で
あ
る
。
 
 
 
 
 
6.
モ
ノ
の
好
み
等
が
個
性
的
で
あ
る
。
 

 
 
7.
将
来
の
た
め
の
努
力
よ
り
毎
日
の
生
活
を
楽
し
む
 
 
8.
内
面
的
な
も
の
よ
り
表
面
的
な
明
る
さ
を
好
む
 

 
 
9.
多
様
な
価
値
観
を
持
っ
て
い
る
 
 
 
 
 
 
 
 
 1
0.
好
き
な
事
は
一
生
懸
命
や
る
 

  
 1
1.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
 
[2
4]
今
後
の
本
学
の
教
育
（
ビ
ジ
ネ
ス
系
を
中
心
に
）
で
、
学
生
に
身
に
つ
け
さ
せ
る
べ
き
資
質
・
能
力
等
と
し
て
 

 
 
 
 
期
待
さ
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
、
と
く
に
重
要
だ
と
思
わ
れ
る
も
の
を
、
項
目
ご
と
に
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
各
設
問
、
○
印
：
５
つ
ま
で
）

 
  
ａ
．
社
会
人
基
礎
力
に
つ
い
て
 
 
 
1.
主
体
性
 
 
 2
.実

行
力
 
  
3.
規
律
性
 
  

4.
柔
軟
性
  

 
5.
自
主
性

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.
働
き
か
け
力
 
 
 7
.状

況
把
握
力
 
  

8.
課
題
発
見
力
  

 
9.
計
画
力
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 1
0.
創
造
性
 
 1
1.
発
信
力
  

12
.傾

聴
力
  

13
.ス

ト
レ
ス
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
力
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 1
4.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
ｂ
．
専
門
的
技
能
に
つ
い
て
 
 
 

  
1.
接
遇
マ
ナ
ー
 
 
 
2.
ワ
ー
プ
ロ
操
作
 
 
 
3.
表
計
算
ソ
フ
ト
の
利
用

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
4.
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
利
用
 
 
 
 
5.
ｸﾞ
ﾗﾌ
ｨｯ
ｸ・

ﾃﾞ
ｻﾞ
ｲﾝ
の
知
識
・
ス
キ
ル
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 6
.イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
 
 
 
7.
電
子
メ
ー
ル
の
利
用
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8.
IT

関
連
機
器
の
操
作
能
力
 
 
 
9.
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
制
作
の
知
識
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 1
0.
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
知
識
 
 
11
.ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
の
知
識
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 1
2.
簿
記
会
計
 
 
 
 
13
.希

望
職
種
に
つ
い
て
の
専
門
知
識
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 1
4.
専
門
的
技
能
は
、
入
社
後
の
教
育
で
十
分
で
あ
る
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 1
5.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
ｃ
．
そ
の
他
 
 
 
1.
職
業
観
 
 
 
2.
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
 
 
 
3.
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
 
 
 
4.
応
用
力

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.
忍
耐
力
 
 
6.
人
間
性
  

 7
.身

だ
し
な
み
や
言
葉
遣
い
 
 
8.
細
か
な
気
配
り
や
思
い
や
り
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
9 .
一
般
常
識
や
基
礎
学
力
 
 
 1
0.
一
般
的
な
マ
ナ
ー
 
  
11
.基

礎
的
な
国
語
力
（
文
章
表
現
力
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 1
2．

英
会
話
等
語
学
力
 
  
13
.時

事
(ニ

ュ
ー
ス
)の

理
解
力
 
  
14
.経

済
・
会
計
に
関
す
る
知
識
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 1
5.
幅
広
い
教
養
 
 
 
 
16
.リ

ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
 
 
 
 
17
.コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 1
8.
サ
ー
ク
ル
活
動
参
加
 
 
 
 
19
.ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
参
加
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 2
0.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ｄ
．
特
に
何
も
望
ま
な
い
 

   
[2
5]
全
国
大
学
実
務
教
育
協
会
が
認
定
し
て
い
る
下
記
の
資
格
に
つ
い
て
ご
存
知
で
す
か
。
 

  
 
 
 
・
上
級
ビ
ジ
ネ
ス
実
務
士
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
. 

は
い
 
 
 
 
２
. 

い
い
え
 

 
 
 
 
・
上
級
ビ
ジ
ネ
ス
実
務
士
（
サ
ー
ビ
ス
実
務
）
 
１
. 

は
い
 
 
 
 
２
. 

い
い
え
 

・
上
級
秘
書
士
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
. 

は
い
 
 
 
 
２
. 

い
い
え
 

 
 
 
 
・
上
級
秘
書
士
（
メ
デ
ィ
カ
ル
秘
書
）
 
 
 
 
１
. 

は
い
 
 
 
 
２
. 

い
い
え
 

・
情
報
情
報
処
理
士
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
. 

は
い
 
 
 
 
２
. 

い
い
え
 

 
 
 
 
・
ウ
ェ
ブ
デ
ザ
イ
ン
実
務
士
 
 
 
 
 
 
 
 
１
. 

は
い
 
 
 
 
２
. 

い
い
え
 

  
［
26
］
就
職
す
る
に
あ
た
っ
て
取
得
し
て
お
い
た
方
が
よ
い
と
思
わ
れ
る
資
格
に
〇
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 
 
1.
簿
記
検
定
 
2.
 漢

字
検
定
 
3.
実
用
英
語
技
能
検
定
 
4．

TO
EI
C 

 
5.
秘
書
検
定
 
 
6.
か
ご
し
ま
検
定
 

7．
色
彩
検
定
 
8．

日
本
語
ワ
ー
プ
ロ
検
定
試
験
 
9.
情
報
処
理
技
能
検
定
 
10
.I
T
パ
ス
ポ
ー
ト
 

 
 
 1
1．

そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 
 
 
 

 【
Ⅶ
】
ご
採
用
い
た
だ
い
た
鹿
児
島
女
子
短
期
大
学
の
卒
業
生
に
つ
い
て
、
う
か
が
い
ま
す
。
 

   
[2
7]
現
在
、
貴
社
(事

業
所
)に

勤
務
す
る
本
学
出
身
者
は
何
名
で
し
ょ
う
か
。
 
 
 
（
 
 
 
 
 
）
名

 
   

[2
8]
貴
社
(事

業
所
)に

お
け
る
、
過
去
５
年
間
の
本
学
卒
業
生
の
採
用
実
績
に
つ
い
て
、
お
教
え
く
だ
さ
い
。

 
 
 
 
 
 ・
平
成

26
年
度
採
用
 
 
（
 
 
 
）
名
 
（
全
体
の
採
用
者
数
 
 
 
 
名
）
 

 
 
 
 
・
平
成

27
年
度
採
用
 
 
（
 
 
 
）
名
 
（
全
体
の
採
用
者
数
 
 
 
 
名
）
 

 
 
 
 
・
平
成

28
年
度
採
用
 
 
（
 
 
 
）
名
 
（
全
体
の
採
用
者
数
 
 
 
 
名
）
 

 
 
 
 
・
平
成

29
年
度
採
用
 
 
（
 
 
 
）
名
 
（
全
体
の
採
用
者
数
 
 
 
 
名
）
 

 
 
 
 
・
平
成

30
年
度
採
用
 
 
（
 
 
 
）
名
 
（
全
体
の
採
用
者
数
 
 
 
 
名
）
 

   
[2
9]
本
学
の
卒
業
生
を
ご
採
用
い
た
だ
い
た
理
由
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。（

○
印
：
５
つ
ま
で
）
 

  
 
 
1.
教
員
か
ら
の
紹
介
・
推
薦
 
 
 
 
2.
過
去
の
卒
業
生
の
実
績
が
認
め
ら
れ
る
か
ら
 

 
 
 
3.
一
定
水
準
以
上
の
能
力
が
認
め
ら
れ
る
か
ら
 
 
 
 
4.
基
礎
学
力
が
あ
り
、
伸
び
る
人
材
だ
か
ら
 

 
 
 
5.
学
校
で
履
修
し
た
内
容
が
当
社
に
合
致
し
て
い
る
か
ら
 
 
 
6.
仕
事
に
対
し
て
意
欲
的
で
あ
る
か
ら
 

 
 
 
7.
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
や
人
間
的
に
魅
力
を
感
じ
る
点
が
多
い
か
ら
 

 
 
 
8.
大
学
の
教
育
内
容
を
信
頼
し
て
い
る
か
ら
 
 
9.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  【
Ⅷ
】
本
学
の
教
育
・
就
職
支
援
活
動
に
つ
い
て
お
考
え
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。
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 [
30
]本

学
の
企
業
等
へ
の
求
人
・
卒
業
予
定
者
紹
介
な
ど
の
就
職
支
援
活
動
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
 

 
 
 
お
考
え
で
す
か
。（

○
印
：
１
つ
）
 

 
 
 
 
1.
大
変
熱
心
だ
と
思
う
 
 
2.
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
熱
心
だ
と
思
う
 
 
3.
熱
心
で
あ
る
と
は
あ
ま
り
思
え
な
い
 

 
 
 
4.
熱
心
で
あ
る
と
は
ま
っ
た
く
思
え
な
い
 
 
 
5.
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
 

 
 
 
6.
本
学
の
求
人
・
就
職
支
援
活
動
を
知
ら
な
い
 
 
7.
そ
の
他
（
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

  
 [
31
]本

学
の
卒
業
生
（
在
学
生
）、

就
職
支
援
活
動
、
教
育
、
そ
の
他
全
般
に
つ
き
ま
し
て
、
ど
の
よ
う
な
こ
と
で
も
 

 
 
 
 
結
構
で
す
の
で
、
ご
意
見
、
ご
要
望
を
自
由
に
お
書
き
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
す
。
 

  
①
本
学
の
卒
業
生
（
学
生
）
に
つ
い
て
 

 ②
本
学
の
就
職
支
援
活
動
に
つ
い
て
 

 ③
本
学
の
教
育
、
そ
の
他
全
般
に
つ
い
て
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ご
多

忙
の

と
こ

ろ
、

ア
ン

ケ
ー

ト
に

ご
協

力
い

た
だ

き
、

あ
り

が
と

う
ご

ざ
い

ま
し

た
。

 


